
　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　○○学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　○○学部　○○学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　○○学科」

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０４２－９７２－１１７９

　　　電話番号　　０４２－９７２－１２４５

　　　（夜間）　　０４２－９７２－１２４５

　　担当部局（課）名

　作成担当者

　　　職名・氏名　　学務部 教務課長　飯塚　進
イイヅカ　ススム

　　　ｅ－mail　　kãoumu@surugadai.ac.jp

《別紙様式１》

学校法人　駿河台大学　　　
平成２１年５月１日現在　　

[平成２１年度設置］

設置に係る設置計画履行状況報告書

駿河台大学　大学院　心理学研究科

　　　計画の区分：研究科の設置

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

（注）１　「計画の区分」は認可申請時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　○○学部　○○学科（通信教育課程）」
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認　　可　　時 変　更　状　況 備　　　考

（　ﾔﾏｻﾞｷ　ﾖｼﾋｻ　）

山﨑　　善久

（H19.4.1)

（　ﾅﾘﾀ　ﾉﾘﾋｺ　）

成田　　憲彦

（H19.4.1)

（　ｲﾉｳｴ　ｶﾂﾔ　）

井上　　勝也

（H21.4.1)

　　　　埼玉県飯能市阿須６９８番地

理 事 長

研究科長

（２） 大　学　名

　　　〒３５７－８５５５

　　　　駿　河　台　大　学　　大　学　院

（３） 大学の位置

　　　　学　校　法　人　　　駿　河　台　大　学

大学等設置に係る設置計画履行状況報告書

学　　長

職　　名

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　※　「留意事項報告書」の場合は，タイトルを修正してください。

（注）　『(３)　大学の位置』は，申請学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記

　　　入してください。

　　　　『(４)　管理運営組織』の「変更状況」欄は，変更があった場合のみ記入し，併せて「備考」欄に変更の理

　　　由と変更年月日，報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成１９年度に報告済の内容　→（19）

　　　　　　平成２１年度に報告する内容　→（21）

3



修業年限 入学定員 収容定員

年 人 人

2 15 30

2 15 30

報告年度

区　分

人 人 0.53倍
(　－ ) (　 　)
30 　

(　10 ) (　 　)
22

(　10 ) (　 　)
21

(　 8 ) (　 　)
16

( 　8 ) (　 　)
16

入学定員超過率 (  －  ) (　 　)
Ｂ／Ａ 0.53

報告年度

学　年

[　3　] [　　 ]
16

[　　 ] [　　 ]

[　3　] [　　 ]
16

　　　法心理学専攻
　　　　　修士（心理学）

備　　　　　考

基礎となる学部名等

平成２２年度平成２１年度
平均入学定員
超 過 率

心理学部

（注）　「備考」欄に基礎となる学部等の名称を記入してください。

平成２２年度

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２１年度 備　　　　　考

Ｂ　 入学者数

志願者数

合格者数

Ａ　 入学定員

受験者数

認 可 時 の 計 画調査対象研究科等
の名称（学位）

　
　心理学研究科
　　　臨床心理学専攻
　　　　　修士（心理学）

１年次

２年次

計

（注）１　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

　

　　　　し，平均入学定員超過率も同様の方法としてください。

　　　　い。）
　　　３　定員を変更した場合は，備考欄に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してくだ

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）１　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。
　　　２　様式は，平成１８年度開設の場合（平成２１年度までの４年間）ですが，開設年度に合わせて作成し
　　　　てください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合には，欄を設けてくださ

　（５）－①　調査対象研究科等の名称，定員

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

備　　　　　考

（注）１　（　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入し
　　　　てください。

　　　２　「平均入学定員超過率」欄には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してくだ
　　　　さい。入学定員超過率については，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入

　　　　

２



[　　　]
0

[　3　]
16

うち平成２１年度入学者 0人 うち平成２１年度 16人

[　　　] [　　　]

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

うち平成２２年度入学者 人 うち平成２２年度 人

　　（例）今年度完成年度を迎える大学

　　　　　　一般的には，平成２１年度欄については，入学後１か月程度しか経過していないため，退学者数は「０」や

　　　　　少数であることが想定されます。また，平成１８，１９年度は原則として昨年度の報告書と同様の記載となりま

　　　　　す。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　以下第１位までを記入してください。

　　　２　「入学者数に対する退学者数等の割合」欄は，各対象年度における退学者等の数を開設年度から当該年度

平成２２年度

（注）１　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

　　　　までの入学者（累積）で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点

　　　３　「主な理由」欄は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

[　　　％]
　　　 ％

（主な退学理由）

計 計

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２１年度

退学者数（ａ） 入学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

[　　0％]
　　0　 ％

　　　区　分

 対象年度

計 計

（主な退学理由）
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２　授業科目の概要

＜心理学研究科　臨床心理学専攻＞

（１）授業科目表

備考科目区分

専任教員等配置単位数

授業科目の名称 配当年次 必
修

選
択

自
由

教
授

准
教
授

講
師

助
教

助
手

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 4 1

2 4 1

16 0 0 4 0 1 0 0

2

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

8 5

8 14 0 7 0 0 0 0

2 1

2 1

2 1

2 1

2

0 10 0 2 2 0 0 0

（２）授業科目数

9科目 12科目 0科目 21科目 9科目 12科目 0科目 21科目

基
礎
科
目
群

臨
床
心
理
学
専
攻

基
幹
科
目
群

発
展
科
目
群

備考科目区分

専任教員等配置単位数

授業科目の名称

2通

－
未開講

1･2前

臨床心理学特論Ⅱ

臨床心理面接特論Ⅰ

投影法特論

臨床心理面接特論Ⅱ

臨床心理査定演習Ⅰ

臨床心理査定演習Ⅱ

臨床心理基礎実習

臨床心理実習

精神医学特論

犯罪心理学特論Ⅰ

法心理学特論Ⅰ

1前

1後

1前

1後

1前

1後

1通

臨床心理学特論Ⅰ

非行臨床特論Ⅰ

非行臨床特論Ⅱ

臨床心理学研究

人格心理学特論

認知心理学特論

社会心理学特論

老年心理学特論

心理学統計法特論

1～2通

－

1･2前

1･2後

1･2前

1･2前

1･2前

－

配当年次

小計（8科目）

小計（8科目）

小計（5科目）

1･2後

1･2前

1･2後

1･2集

1･2後

[0] [0] [0] [0]

備　　　　考
自由 計

認可時の計画 変更状況

必修 選択 自由 計 必修 選択

臨床心理学研究法特論 1･2前
履修希望者が
いなかったため
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（３）未開講科目

（４）廃止科目

（５）授業科目を未開講又は廃止としたことに係る｢大学の所見｣及び｢学生への周知方法｣

（６）「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

　　　　知方法」を記入してください。

　　　８　「(６)　「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合」は，小数点

　　　　以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　５　「(３)　未開講科目」は，配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となっている授業

　　　　科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　６　「(４)　廃止科目」は，認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した

　　　　授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

（注）１　「(１)　授業科目表」は，設置認可申請書の様式第２号（その２）に準じて作成してください。

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消し修

　　　　正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しした部分については，黒字で記載してください。

　　　３　授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の提出日等を「備考」に記入してください。（今後，審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　７　「(５)　授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」」欄には，

　　　　る（資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，

　　　　［　］内に差し引き数を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　４　「(２)　授業科目数」は，未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入す

必修・選択 未開講の理由.代替措置の有無

履修希望者がいなかったため。

番号 授業科目名 単位数

1 2 1・2 専門

配当年次 一般・専門

番号 授業科目名 単位数

選択

認可時の計画の授業科目数の計
0.04＝

未開講科目は、履修希望者がいなかったためのものであり、来年度も設置する予定であるので、教育上の支障はあり
ません。

1 該当科目なし

未開講科目と廃止科目の計

配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由.代替措置の有無

臨床心理学研究法特論
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＜心理学研究科　法心理学専攻＞

（１）授業科目表

備考科目区分

専任教員等配置単位数

授業科目の名称 配当年次 必
修

選
択

自
由

教
授

准
教
授

講
師

助
教

助
手

2 2

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

16 0 0 4 0 0 0 0

2 1

2 1

2

2

2

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

2 1

8 5 1

8 24 0 8 1 0 0 0

2 1

2 1

2 1

2 1

2

2

2

2

2 1

0 18 0 3 2 0 0 0

（２）授業科目数

9科目 21科目 0科目 30科目 9科目 21科目 0科目 30科目

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

履修希望者が
いなかったため

発
展
科
目
群

基
幹
科
目
群

法心理学特論Ⅱ

犯罪心理学特論Ⅰ

犯罪心理学特論Ⅱ

非行臨床特論Ⅰ

非行臨床特論Ⅱ

法心理学実習

小計（8科目）

備考科目区分

専任教員等配置単位数

授業科目の名称 配当年次

消費者保護法特論

法心理学演習Ⅰ

社会心理学特論

老年心理学特論

法心理学研究

小計（13科目）

人格心理学特論

認知心理学特論

臨床心理学特論Ⅱ

1後

心理学統計法特論

刑事法特論

刑事政策特論

臨床心理面接特論Ⅰ

臨床心理面接特論Ⅱ

法心理学演習Ⅱ

不法行為特論

個人情報保護法特論

供述心理学特論

1後

1前

1後

1前

1前

1前法心理学特論Ⅰ

法心理学原論

1通

－

未開講

1･2前

1･2後

1･2後

1･2集

1･2前

1･2前

1･2後

1･2前

1･2後

1前

1後

1～2通

－

1･2後

未開講

1･2前

1･2後

1･2前

1･2後

1･2前

1･2前

－小計（9科目）

認可時の計画 変更状況

民事法特論

基
礎
科
目
群

法
心
理
学
専
攻

精神医学特論

臨床心理学特論Ⅰ

備　　　　考
必修 選択 自由 計 必修 選択 自由 計

[0] [0] [0] [0]

司法手続特論

家族と法特論 1･2前

未開講

未開講

未開講

未開講

未開講

1･2集

1･2前
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（３）未開講科目

（４）廃止科目

（５）授業科目を未開講又は廃止としたことに係る｢大学の所見｣及び｢学生への周知方法｣

（６）「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

専門 選択 履修希望者がいなかったため。

7 法心理学演習Ⅱ 2 1 専門 選択 履修希望者がいなかったため。

6 法心理学演習Ⅰ 2 1

専門 選択 履修希望者がいなかったため。

5 家族と法特論 2 1・2 専門 選択 履修希望者がいなかったため。

4 民事法特論 2 1・2

　　　　知方法」を記入してください。

　　　８　「(６)　「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合」は，小数点

　　　　以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　６　「(４)　廃止科目」は，認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した

　　　　授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　７　「(５)　授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」」欄には，

　　　　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　る（資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，

　　　　［　］内に差し引き数を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　５　「(３)　未開講科目」は，配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となっている授業

　　　　科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　３　授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の提出日等を「備考」に記入してください。（今後，審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　４　「(２)　授業科目数」は，未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入す

（注）１　「(１)　授業科目表」は，設置認可申請書の様式第２号（その２）に準じて作成してください。

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消し修

　　　　正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しした部分については，黒字で記載してください。

番号 授業科目名 単位数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由.代替措置の有無

1 刑事法特論 2 1・2 専門 選択 履修希望者がいなかったため。

2 刑事政策特論 2 1・2 専門 選択 履修希望者がいなかったため。

3 司法手続特論 2 1・2 専門 選択 履修希望者がいなかったため。

番号 授業科目名 単位数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由.代替措置の有無

1 該当科目なし

未開講科目は、履修希望者がいなかったためのものであり、来年度も設置する予定であるので、教育上の支障はありま
せん。

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0.23

認可時の計画の授業科目数の計
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備考

大学全体

大学全体

図書・視聴覚資料

充実、新規購入のため

開設前年度図書購入

費、設備購入費は、

決算額を記載。(21)

34,232千円

57,961千円

48,100千円

58,000千円

48,100千円

58,000千円
経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

415千円 415千円

21,780千円 21,780千円

教員１人当り研究費等 図書購入費

共 同 研 究 費 等 設備購入費

　　　４　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消し修正するととも
　　　　に，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。
　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しした部分については，黒字で記載してください。

　　　３　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は、その旨（所要時間・距離等）を備考欄に記入してください。

千円 千円 千円

第４年次 第５年次

0㎡ 0㎡ 109,418.37

　　　２　複数のキャンパスに分かれている場合は、キャンパス毎に作成してください。

そ　の　他

合　　　計

109,418.37㎡

(８)

(６) 図　　書　　館
10,691.8㎡

完成年度

624席

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

　

図
書
・
設
備

(５)

38,929〔10,441〕

新設学部等
の名称

（38,929〔10,441〕）

図　　書

〔うち外国書〕

60室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

共用する他の
学校等の専用

第１年次 第２年次 第３年次

277,450.59㎡

語学学習施設

（補助職員　　人）

3室

情報処理学習施設

5室

（補助職員　　人）

千円

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

6,985.6㎡

開設前年度

経費
の見
積り

完成年度

第６年次

75,308千円

開設年度

学生１人当り
納付金

1,000,000冊

学生納付金以外の維持方法の概要 「教育振興資金」としての寄付金の募集及び各種資産運用収入で維持をしていく。

区　　　　分 開設年度

48,100千円

1,040千円 780千円

収 納 可 能 冊 数

149 346 0

（ 346 ） （　0　）（ 149 ）（　84〔　36〕） （　　3〔　3〕）

〔うち外国書〕

38,929〔10,441〕 3〔　3〕　84〔　36〕

346 0

（　　3〔　3〕） （ 149 ） （ 346 ）

〔うち外国書〕 電子ジャーナル

1室35室

学術雑誌

(４) 専任教員研究室
室　　　　　　数

心理学研究科 室

新設学部等の名称

計

実験実習室

277,450.59㎡ 0㎡

専　　　用 共　　　用

0㎡

講　義　室

３　施設・設備の整備状況，経費

（飯能キャンパス）

0㎡ 62,888.28㎡

（62,888.28㎡）

84,928.00㎡
校
　
　
地
　
　
等

（注）１　認可時の計画を設置認可申請書の様式第２号（その１）に準じて作成してください。

冊

84〔　36〕

（38,929〔10,441〕） （　84〔　36〕）

種 点 点 点

（　0　）

62,888.28㎡ 0㎡

（　　　　0㎡） （　 　　0㎡）

11

視聴覚資料 機械・器具 標　　本

　　　５　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，《別紙様式２》により，

　　　　「建築等設置計画変更書」を併せて提出してください。

（62,888.28㎡）

(２) 校　　　　　舎

心理学研究科

39,469〔10,467〕 86〔　36〕 170

陸上競技場1面、野球場1面、グランドホッケー場1面、
テニスコート9面、ゴルフ練習場20打席

校 舎 敷 地

運動場用地

小　　　計

0㎡

0㎡

0㎡

0㎡ 83,104.22㎡83,104.22㎡

168,032.22㎡

0㎡ 84,928.00㎡

0㎡ 168,032.22㎡

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計(１) 区　　 分

計

39,469〔10,467〕 86〔　36〕 3〔　3〕　 170 346 0

3〔　3〕　 149
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４　既設大学等の状況

備　考

平成21年度入学定員
変更　240→250

－ －

－ －

－ 10

－ 10

－ － －

－

－ 5

－ 5

心理学部

－

  平成18年度から
  学生募集停止。

平成21年度入学定員
変更　285→280

平成21年度

100

150

440

290

－

－

　　　　　なお，学生募集停止中の学部等については，「－」を記入するとともに，「備考」欄に「平成○年度

－

1.21

平成 9年度

平成15年度

　　比較文化学科

　　心理学科 4

4

平成18年度

　　　　から学生募集停止」と記入してください。

（注）１　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，すでに設置している大学の学部，学部
　　　　の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等専門学校ごとに，
　　　　状況を記入してください。
　　　　（大学院及び短期大学の専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）
　　　２　認可申請書の様式第２号（その１）に準じて作成してください。
　　　３　「定員超過率」欄には，各修業年限に相当する期間（学年進行中の場合は，設置後経過した年数分）
　　　　における入学定員超過率の平均を記入してください。
　　　　　入学定員超過率については，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

平成21年度

  平成19年度から
  学生募集停止。

平成 2年度

平成 2年度

埼玉県飯能市
大字阿須
字一の木
６９８番地

平成 6年度

平成21年度

昭和62年度

平成19年度

　　メディア情報学科

　　知識情報学科 4

　　メディア情報学科

4

メディア情報学部

　　経営情報学科

4 250

３年次

文化情報学部

1.20

4

大学の名称

年次
人

1.17

学士（法学）

倍

20

740学士（経済学・経営学）

人

－学士（文化情報学）

1.29150 － 150

３年次

1.16

編入学
定　員

－

人

1,175

10

３年次

学士（文化情報学）

学士（文化情報学）

学士（経済学）

学士(経営情報学)

学士(ﾒﾃﾞｨｱ情報学)

既設学部等の名称
修業
年限

年

4

法学部

　　法律学科

120

120

　駿　河　台　大　学

入学
定員

学位又
は称号

収容
定員

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

120

220

　　心理学科

　　現代文化学科

280

280

120

経済学部

現代文化学部

　　文化情報学科

３年次

　　経済経営学科

4

4

4

4

　　経済学科

4

学士（心理学）

  平成21年度から
  学生募集停止。

学士（現代文化学）

学士（比較文化学）

学士（心理学）

  平成21年度から
  学生募集停止。

－

平成 6年度－
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老年心理学特論
臨床心理学研究

助　手

就任予定年月

の別　

氏　　名
（年　齢）

職名職名 就任予定年月 担当授業科目名

５　教員組織の状況

＜心理学研究科　臨床心理学専攻（修士課程）＞

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

専任・

（１） 担当教員表

備　　考
担当授業科目名

兼担・

兼任　

氏　　名
（年　齢）

専任・

兼任　

兼担・

の別　

0

（２） 専任教員数

0

研究指導教員 研究指導補助教員

変　　更　　状　　況認　可　時　の　計　画
備　　　　　考

助　手

［　0　］［　　0　　］ ［　　0　　］（　0　） ［　　0　　］

専 教授

３

番　号

１

２

（３） 専任教員交代の理由　（該当なし）

職　位 専任教員氏名 辞任（就任辞退を含む）等の理由

計

5

（　　5　　）

2

（　　2　　）

7

（　　7　　）

研究指導教員 研究指導補助教員 計

5 2 7

専 教授
井上勝也
（67）

平成21年4月

専 教授
堀越　勝
（53）

平成21年4月

臨床心理面接特論Ⅰ
臨床心理面接特論Ⅱ
法心理学演習Ⅰ
法心理学演習Ⅱ
臨床心理基礎実習
臨床心理実習
臨床心理学研究

川邉　譲
（52）

平成21年4月

臨床心理学特論Ⅰ
臨床心理学特論Ⅱ
非行臨床特論Ⅰ
非行臨床特論Ⅱ
臨床心理基礎実習
臨床心理実習
臨床心理学研究

専 教授
五味渕久美子

（52）
平成21年4月

臨床心理査定演習Ⅰ
臨床心理査定演習Ⅱ
投影法特論
臨床心理基礎実習
臨床心理実習
臨床心理学研究

専 教授
角田京子
（47）

平成21年4月

精神医学特論
臨床心理基礎実習
臨床心理実習
臨床心理学研究

専 講師
青山洋子
（37）

平成21年4月
臨床心理基礎実習
臨床心理実習

臨床心理学研究法特論兼任 講師
齋藤高雅
（62）

平成21年4月
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　該当なし

（注）１　「(１)　担当教員表」は，認可申請書の様式第３号（その１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目

　　　　を担当する教員組織に所属している場合は，〈表題〉を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　　（記入例参照）

　　　３　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　４　退職者は「備考」欄に退職年月，理由を記入してください。

　　　５　年齢は，就任年度に関わりなく，「認可時の計画」欄には，開設時現在の満年齢を，「変更状況」欄

　　　　には，平成２１年５月１日現在の満年齢を記入してください。

　　　６　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は

　　　　「昇格」をいう。）は，変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は

　　　　「後任未定」及び今後の採用計画を「備考」欄に記入してください。また，「専任教員採用等変更書

　　　　（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出し，

　　　　教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月

　　　　変更書提出予定」と記入してください。前判定があり審査が不要となる教員についてはその前判定とそ

　　　　の授業科目名称をそれぞれ「備考」欄に（　）書きで記入してください。（記入例参照）

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」欄に「（教員審査省略）」及び

　　　　その変更の理由，変更年度（　）書き等のみを記入してください。

　　　７　「(２)　教員数」の「認可時の計画」欄には，完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時

　　　　の状況を記入し，「変更状況」欄には，平成２１年５月１日現在（就任年月に達していない者を含む）

　　　　の状況を記入するとともに，［　］内に差し引き数を記入してください。

　　　　（記入例：１名減の場合：△１）

　　　８　「(３)　専任教員交代の理由」欄には，認可時の計画からの専任教員交代の理由について，可能な限

　　　　り具体的に記入してください。

　　　９　「(４)　専任教員交代に係る大学の所見」欄には，専任教員交代に係る学生の履修等への影響に関す

　　　　る「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消

　　　　し修正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しした部分については，黒字で記載してください。

11



専 教授
大録英一
（61）

平成21年4月
消費者保護法特論
法心理学研究

専 准教授
青山征彦
（38）

平成21年4月 認知心理学特論

社会心理学特論
法心理学研究

専 准教授
纓坂英子
（46）

平成21年4月

岩熊史朗
（48）

平成21年4月
人格心理学特論
法心理学研究

専 教授
小俣謙二
（55）

平成21年4月

犯罪心理学特論Ⅰ
犯罪心理学特論Ⅱ
法心理学研究
法心理学実習

専 教授
原　聰
（57）

平成21年4月

研究指導教員 研究指導補助教員 計

6 7 13

計

6

（　　6　　）

7

（　　7　　）

13

（　13 　）

専 教授

［　0　］［　　0　　］ ［　　0　　］（　0　） ［　　0　　］

0

（２） 専任教員数

0

研究指導教員 研究指導補助教員

変　　更　　状　　況認　可　時　の　計　画
備　　　　　考

助　手

専任・

兼任　

兼担・

の別　

就任予定年月

専任・

職名 就任予定年月 担当授業科目名
氏　　名

（年　齢） 兼任　

の別　

氏　　名
（年　齢）

職名

＜心理学研究科　法心理学専攻（修士課程）＞

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

（１） 担当教員表

備　　考
担当授業科目名

兼担・

法心理学特論Ⅰ
法心理学特論Ⅱ
法心理学研究
法心理学原論

助　手

専 教授
吉田恒雄
（59）

平成21年4月

法心理学原論
家族と法特論
民事法特論
法心理学研究

兼担 教授
太田幸夫
（67）

平成21年4月
法心理学実習
司法手続特論

兼任 講師
浜田寿美男

（62）
平成21年4月 供述心理学特論

教授

心理学統計法特論

個人情報保護法特論

兼任 講師
佐藤眞一
（53）

平成21年4月

竹内俊雄
（63）

平成21年4月 不法行為特論

兼担 教授
米山哲夫
（59）

平成21年4月
刑事法特論
刑事政策特論

兼担

兼担 教授
北原　仁
（59）

平成21年4月
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（注）１　「(１)　担当教員表」は，認可申請書の様式第３号（その１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目

　　　　を担当する教員組織に所属している場合は，〈表題〉を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　　（記入例参照）

　　　３　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　４　退職者は「備考」欄に退職年月，理由を記入してください。

　　　５　年齢は，就任年度に関わりなく，「認可時の計画」欄には，開設時現在の満年齢を，「変更状況」欄

　　　　には，平成２１年５月１日現在の満年齢を記入してください。

　　　６　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は

　　　　「昇格」をいう。）は，変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は

　　　　「後任未定」及び今後の採用計画を「備考」欄に記入してください。また，「専任教員採用等変更書

　　　　（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出し，

　　　　教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月

　　　　変更書提出予定」と記入してください。前判定があり審査が不要となる教員についてはその前判定とそ

　　　　の授業科目名称をそれぞれ「備考」欄に（　）書きで記入してください。（記入例参照）

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」欄に「（教員審査省略）」及び

　　　　その変更の理由，変更年度（　）書き等のみを記入してください。

　　　７　「(２)　教員数」の「認可時の計画」欄には，完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時

　　　　の状況を記入し，「変更状況」欄には，平成２１年５月１日現在（就任年月に達していない者を含む）

　　　　の状況を記入するとともに，［　］内に差し引き数を記入してください。

　　　　（記入例：１名減の場合：△１）

　　　８　「(３)　専任教員交代の理由」欄には，認可時の計画からの専任教員交代の理由について，可能な限

　　　　り具体的に記入してください。

　　　９　「(４)　専任教員交代に係る大学の所見」欄には，専任教員交代に係る学生の履修等への影響に関す

　　　　る「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

（３） 専任教員交代の理由　（該当なし）

番　号 職　位 専任教員氏名 辞任（就任辞退を含む）等の理由

１

２

３

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　該当なし

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消

　　　　し修正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しした部分については，黒字で記載してください。
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